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八王子市SIB（事業と結果概要）1-1

事業目的

• 大腸がん検診の受診率の向上
• 検診において精密検査が必要と判定された方の精密検査受診率の向上
• 上記二つから、市民の大腸がんの早期発見・早期治療による健康寿命の延伸
• 医療費の適正化

対象者

事業内容と
その結果

＜がん検診＞
• 国民健康保険被保険者のうち、前年度大腸がん検診未受診者約6.5万人から抽出された

約1.2万人
＜精密検査＞
• 要精密検査判定者約3千人

＜大腸がん検診受診率向上（オーダーメイド勧奨）＞
• 受診率:26.8%（受信者3,264人 / 勧奨対象者12,162人）
• 支払条件上限の19.0%を達成し満額支払われた （従来:９%(H27)、目標値:19%）
＜大腸がん検診精密検査受診率向上（オーダーメイド勧奨）＞
• 受診率:82.1%（受信者2,561人 / 要精密検査判定者3,119人）
• 上限には達せず、成果に応じて支払われた （従前:77%(H26)、目標値:87%）
＜追加早期がん発見者数＞
• 追加の早期がん発見者はなし （支払上限を11人として設定）
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八王子市SIB（学びと今後への示唆）1-2

3© 2020 k-three.Inc

• 成果連動型民間委託実施についての学びと今後への示唆を、「ステークホルダー」と
「成果指標・支払・契約」の二つの観点で記す

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー

成
果
指
標
・
支
払
条
件

事業からの学び 今後への示唆

• 介入手法以外の支払額への影響を小さくする
ため、年度ごとの変動が大きい成果指標の設
定には注意が必要

• 大腸がん検診受診勧奨事業の支払い条件につ
いては、シミュレーションが可能

• 医療費適正化効果額から支払条件を設定する
ことで、よりデータに基づいた事業となる

資金
提供者

事業スキームが大きくなく、民間事業
者の資金力で対応可能であれば不要

自治体 一自治体が自力で組成から実施、事業
評価までを行うことは難しい

中間支
援組織 スキーム構築には協力が必要

事業者 課題解決に資する事業実施を担える事
業者が存在することが重要 • 事業者間の競争を促すためにも、革新的手法

で事業実施可能な事業者が複数必要
• 社会課題解決への効果と行政費適正化効果が

示される事業であれば、広域行政による資金
提供等の検討も必要

• 事業テンプレートや支払条件ツールの活用、
広域連携推進により、組成ハードルを下げる
ことが可能

支払
条件

医療費の比較分析により行政コスト適
正化効果を算出
本事業では、成果指標の数値の下限や
上限は任意で設定したが、医療費適正
化効果額を基にした設定が理想

成果
指標

早期がん発見者数の成果指標は年度の
ばらつきが大きく、成果指標には不適



推進体制
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②資金提供
①成果連動型

委託契約*

④成果に応じて
支払い

⑤成果に応じて
支払い

③受診勧奨実施
受診者および
がん発見者等

の報告

受診

八王子市

医療機関等 対象者

【民間事業者】
キャンサー
スキャン

【資金提供者】**
デジサーチ

社会変革推進財団
みずほ銀行

【中間支援組織】
ケイスリー

第三者評価者

設置しない***

* 全体のスキームは、外部の民間資金を活用するソーシャル・インパクト・ボンド導入モデルであるが、行政と民間事業者間で成果連動型委託
契約を締結後、当該契約に基づき民間事業者と資金提供者間で資金提供契約を締結しており、行政と資金提供者は直接の契約関係にはない。
*** 通常、成果連動型民間委託では第三者評価者を設置し、成果を客観的に測定する必要がある。本事業では、成果に関するデータについて、
健康増進法に基づき実施するがん検診事業であり、毎年度、地域保健・健康増進事業報告として、国へ報告するデータを流用しており、客観性
が高いと関係者間で合意できたため、第三者評価者を設置しないこととした。

**正式名称
・株式会社 デジサーチアンドアドバタイジング
・一般財団法人 社会変革推進財団
・株式会社 みずほ銀行



介入方法
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• 大腸がん検診受診勧奨および精密検査受診勧奨を実施
• 事業の流れについては下図のとおり

事業対象者

八王子市の国保被保険者

事業の流れおよび対象者

精密検査
不要

精密検査
要

大腸がん検診
受診

事業対象外

対象者:八王子市国保被保険者のうち、前年度（平成28年
度）大腸がん未受診者の中から、過去6年分の大腸がん検診
ならびに特定健診関連データ、レセプトデータを機械学習
のアルゴリズムにより解析し、当年度（平成29年度）の受
診確率および反応確率の和が高い層から12,200件を抽出
（資格喪失などの理由で最終的には12,162人に勧奨）。

個別受診勧奨通知:特定健診の問診票項目から、大腸がん
罹患リスクを抽出し、主要なリスクについてリスク訴求型
のメッセージとしてパーソナライズドされた受診勧奨を作
成。数種類の送り分けでしかなかった従来型の勧奨資材
（勧奨効果10％程度）よりも勧奨効果を高める。

大腸がん検診受診勧奨

対象者:平成29年度大腸がん検診要精密検査判定者全て

・市民アンケートに、精密検査（内視鏡検査）受診を促す
リーフレットを同封した。
・さらに、市の通常追跡調査が終了してもなお、未受診
者・未把握者に対し、それぞれの便潜血量を示し大腸がん
リスクを訴求する資材を開発し、送付することで更なる受
診率向上を目指す。

精密検査受診勧奨

大腸がん検診
未受診



成果指標と医療費適正化効果の考え方
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• 「大腸がん検診受診率向上」および「精密検査受診率向上」を成果指標として設定
インプット 活動

結果
（アウトプット）

受診勧奨
アドバイザ

勧奨資材

PC等機材

受診勧奨 勧奨資材
送付数

がん検診
受診率向上

早期がん
発見数増加

5年生存率
向上

死亡率減少

医療費の
適正化

精密検査
受診率向上

QOLの
維持向上

成果（アウトカム）

支払いと紐づく成果指標

© 2020 k-three.Inc

総医療費の平均値

早期 2,130

進行 8,279

差（進行ー早期） 6,149

• 大腸がんを早期発見した場合と、進行した状態で発見した場合の医療費の比較分析を
実施した※ （京都大学大学院医学研究科との研究）

(千円/人)

※根治可能な状態を早期、根治不能な状態を進行として定義。また、医療費は、最初に大腸がん治療が行われてから3年間の医療費を計算。



支払条件の設定 支払条件パターン:試算ツールの活用
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• 各市町村が基本データを入力すると支払条件が作成できる簡易ツールを作成
• これを活用することで、各市町村は基本データ（対象者数、各種受診率、目標値等）

を入力すると、以下のようなシミュレーションおよび支払条件が作成できる
イメージ図

※詳細は、別添「大腸がん検診支払条件試算ツール」参照



参考:成果単価表の算出方法（八王子市結果より）
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• 成果単価表の算出方法を以下に示す。

過去3年間の
大腸がん検診

受診有無
がん検診

受診者数（率）
要精密

検査者数（率）
精密検査

受診者数（率）
早期がん

発見者数（率）
早期がん発見率

（がん検診受診者分母）

受診あり 43,992人 2,485人
（5.6％）

1,988人
（80％）

53人
（2.65％）

0.12％
（53/43,992）

受診なし 8,756人 634人（7.2％） 507人
（80%）

30人
（5.99％）

0.34%
（30/8,756）

成果指標「大腸がん検診受診者数」の大腸がん堅受診有無による医療費適正化効果の算出方法
＝早期がん発見率（がん検診受診者分母）×早期がん発見1人あたり医療費適正化効果（614万円）

×実行給付率（80％）

※早期がん発見1人あたり医療費適正化効果は、別添「京都大学『大腸がんの進行度による総医療費の比較検討』」参照
※平成29年度八王子市データを元に分析
※大腸がん検診の受診有無による影響を明確にするため、精密検査受診率は大腸がん検診受診有無による違いを除いた全体平均を採用

過去3年間の大腸がん検診受診有無 精密検査受診者数 早期がん発見者数（率）
受診あり 2,077人 55人（2.65％）
受診なし 484人 29人（5.99％）

成果指標「精密検査受診者数」の大腸がん検診受診有無による医療費適正化効果の算出方法
＝早期がん発見率×早期がん発見1人あたり医療費適正化効果（614万円）×実行給付率（80％）

※早期がん発見1人あたり医療費適正化効果は、別添「京都大学『大腸がんの進行度による総医療費の比較検討』」参照
※平成29年度八王子市データを元に分析
※上記の成果指標「大腸がん検診受診者数」の数値と若干異なる理由は、上記は大腸がん検診の受診有無による影響を明確にするため、精密
検査受診率について、大腸がん検診受診有無による違いを除いた全体平均を採用したため



神戸市SIB（事業と結果概要）2-1

事業目的

• 腎機能が低下している人や糖尿病性腎症の進行リスクが高いにも関わらず医療機関未
受診者や治療中断者に対する受診率向上のための、保健指導プログラム参加率向上

• 保健指導による生活習慣の改善
• 保健指導による腎機能低下の抑制

対象者

事業内容と
その結果

以下のすべてを満たす人を対象者とした
• 神戸市国民健康保険被保険者
• 2016年4月～12月に受けた特定検診の結果が要件を満たしている（詳細は12頁参照）
• 参加勧奨開始時点で神戸市が医療機関未受診者もしくは治療中断者と指定した者
• DPP社（事業者）による参加勧奨により本人がプログラムへの参加を同意し、かつ神

戸市から重症度が高いと選定された者

＜プログラム終了率＞
• 終了率:100%（終了者105人 / 対象者105人）
• 目標値80%を上回り、全額支払われた
＜生活習慣改善率＞
• 改善率:95%（食事療法、運動療法、セルフモニタリング、薬物療法の改善率合計）
• 目標値75%を上回り、全額支払われた
＜腎機能低下抑制率＞
• 抑制率:32.9%（抑制者25人 / 介入者76人）
• 上限には達せず、成果に応じて支払われた （目標値:80％）

9© 2020 k-three.Inc



神戸市SIB（学びと今後への示唆）2-2
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• 成果連動型民間委託実施についての学びと今後への示唆を、「ステークホルダー」と
「成果指標・支払・契約」の二つの観点で記す

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー

成
果
指
標
・
支
払
条
件

事業からの学び 今後への示唆

• 案件形成の初期段階で、適切な対象者の要件
及び要件を設定する上での制約や懸念点を整
理し、対象者の確保について見込みをつける
ことが必要

• 本事業で示した糖尿病性腎症等重症化予防の
客観的かつ定量的指標を他自治体でも活用可
能

資金
提供者

資金提供者の存在が緊張感を生み事業
者がより成果を追求するようになった

第三者評
価機関

傾向スコアマッチング法※によって理
想的な疑似対照群の選定ができた

中間支
援組織

事業を俯瞰した検討やステークホル
ダー間の調整で大きな役割を果たした

事業者 対照群を設定した厳密な事業評価を行
うことで、サービスの質を確認できた • 中間支援組織や資金提供者が参画することで、

サービスの質向上や共通認識の醸成が期待で
きる

支払
条件

固定委託料と、短・中期に評価可能な
指標で成果連動型委託料を設定するこ
とで、資金提供者のリスクを最小限に
した

成果
指標

案件形成期間中に対象者を変更※した
ことに合わせて、成果指標の妥当性を
検証するべきであった

※「2-6」参照

※「2-6」参照



推進体制
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②業務委託契約

①案件形成支援

④債権譲渡
合意書

⑥サービス提供
⑥進捗管理

⑦評価

対象者

SMBC信託銀行

【民間事業者】
DPP社

【中間支援組織】*
社会変革推進財団

神戸市

*正式名称
一般財団法人 社会変革推進財団

【第三者評価者】
未来工学研究所

③評価業務委託

⑤資金提供④信託契約
（債権譲渡） 社会的投資

推進財団

個人投資家

三井住友銀行

⑤信託受益権
購入

⑤融資

⑧委託料

⑨債環・返済

【資金提供者】



介入方法
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• 参加案内書の送付と電話により、プログラムの参加勧奨を行った
• 事業の流れについては下図のとおり

事業対象者

神戸市の国保被保険者

事業の流れおよび対象者

事業対象外

対象者:以下をすべて満たしているもの
①神戸市国保被保険者であること
②2016年4月から12月に受けた特定検診の結果が下記のa, b, 
cのすべてを満たしている者であること
③参加勧奨開始時点で神戸市が医療機関未受診者もしくは
治療中断者と指定した者であること
④DPP社による参加勧奨により本人がプログラムへの参加
を同意し、かつ神戸市から重症度が高いと選定されたもの

以上の条件を満たす109人を事業の対象者とし、プログラム
の参加案内文書を送付した。

a : HbA1c値が5.6%以上
b : eGFR値が15ml/分/1.73m2以上かつ75ml/分/1.73m2未満
c : 以下の基準に該当しない者

・癌の傷病名のレセプトがある者
・難病の傷病名のレセプトがある者
・精神疾患の傷病名のレセプトがある者

参加案内書の送付

案内文書を送付した者のうち参加確認書の返信がなかった者
に対して、電話によるプログラムの紹介と参加勧奨を実施

電話による参加勧奨

プログラム参加
確認書の返信あり

プログラム参加
確認書の返信なし



成果指標の考え方
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• 「指導プログラム修了率」および「生活習慣改善率」、「腎機能低下抑制率」を成果
指標として設定

インプット 活動
結果

（アウトプット）

看護師、保健師、
管理栄養士等

独自のテキスト、
管理手帳

デバイス等、機材

保健指導
プログラム

指導プログ
ラムの修了

生活習慣の
改善

ステージ進行/
透析移行予防

QOLの
維持向上

医療費の
適正化

腎機能
低下の抑制

逸失所得
の削減

成果（アウトカム）

支払いと紐づく成果指標

血糖値の
改善

© 2020 k-three.Inc



補足2-6

• 評価方法:傾向スコアマッチングについて
🔽 健診データで得られる各種背景情報（年齢、性別、血圧、HbA1c、eGFR値等）から介入

群と似た集団を選び出す方法。

• 対象者の変更
🔽 案件形成当初は糖尿病性腎症が比較的重症の者を対象とすることを想定していたが、神

戸市では既に重症者を対象とした別事業を実施していたこと、将来的には糖尿病性腎症の
重症化予防につながることには変わりがないことから、事業開始直前に対象者を軽症者に
変更した。

🔽 DPP社及び未来工学研究所の考察によると、本事業において腎機能低下抑制率が目標値を
下回った要因として、軽症者は短期間で腎機能が低下するリスクが低く、腎機能低下抑制
効果を評価する対象として適切ではなかった点がある。



八王子市と神戸市の資料出典参考

＜八王子市＞
• Webサイト

https://www.city.hachioji.tokyo.jp/kurashi/hoken/kennsinn/p023983.html
• QRコード

＜神戸市＞
• Webサイト

https://www.city.kobe.lg.jp/a52670/shise/press-kokuho/285899713507.html
• QRコード


